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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第１区分
【発行日】平成23年7月28日(2011.7.28)

【公開番号】特開2010-227106(P2010-227106A)
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【手続補正書】
【提出日】平成23年6月10日(2011.6.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　哺乳動物の炎症性免疫反応を検出するための方法であって、（ａ）哺乳動物から採取し
た組織細胞の試験試料中と、（ｂ）同じ細胞型の既知の正常組織細胞のコントロール試料
中における、配列番号：９８のＰＲＯ７１０６１ポリペプチドをコードする遺伝子の発現
レベルを検出することを含み、コントロール試料と比較して試験試料中における前記遺伝
子の差次的な発現が、試験組織細胞が得られた哺乳動物における炎症性免疫反応の存在を
示す方法。
【請求項２】
　炎症性免疫反応がＴ細胞媒介免疫応答である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　哺乳動物の免疫関連疾患を検出するための方法であって、（ａ）哺乳動物から採取した
組織細胞の試験試料中と、（ｂ）同じ細胞型の既知の正常組織細胞のコントロール試料中
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における、配列番号：９８のＰＲＯ７１０６１ポリペプチドをコードする遺伝子の発現レ
ベルを検出することを含み、コントロール試料と比較して試験試料中における前記遺伝子
の差次的な発現が、試験組織細胞が得られた哺乳動物における免疫関連疾患の存在を示す
方法。
【請求項４】
　免疫関連疾患がＴ細胞媒介免疫疾患である、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　試験生物学的試料及び正常生物学的試料から得られた核酸の、ＰＲＯ７１０６１をコー
ド化する核酸に特異的な一又は複数のプローブへのハイブリダイゼーションにより核酸レ
ベルが測定される、請求項１又は３に記載の方法。
【請求項６】
　ハイブリダイゼーションが緊縮性条件下で行われる、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　緊縮性条件が、４２℃において５０％ホルムアミド、５×ＳＳＣ、５０ｍＭのリン酸ナ
トリウム（ｐＨ６．８）、０．１％のピロリン酸ナトリウム、５×デンハード液、超音波
処理サケ精子ＤＮＡ（５０μｇ／ｍｌ）、０．１％ＳＤＳ、及び１０％のデキストラン硫
酸を用い、４２℃において０．２×ＳＳＣ中及び５５℃において５０％ホルムアミド中で
洗浄した後、５５℃においてＥＤＴＡを含む０．１×ＳＳＣで洗浄する、請求項６に記載
の方法。
【請求項８】
　試験生物学的試料及び正常生物学的試料から得られた核酸がｍＲＮＡである、請求項１
又は３に記載の方法。
【請求項９】
　試験生物学的試料及び正常生物学的試料から得られた核酸がマイクロアレイ上に配置さ
れる、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　哺乳動物の免疫関連疾患を検出するための方法であって、正常生物学的試料と比較して
試験生物学的試料における、配列番号：９８のＰＲＯ７１０６１ポリペプチドの発現レベ
ルを測定することを含み、試験生物学的試料における前記ポリペプチドの差次的な発現が
、試験組織細胞が得られた哺乳動物における免疫関連疾患の存在を示す方法。
【請求項１１】
　哺乳動物の炎症性免疫反応を検出するための方法であって、正常生物学的試料と比較し
て試験生物学的試料における、配列番号：９８のＰＲＯ７１０６１ポリペプチドの発現レ
ベルを測定することを含み、試験生物学的試料における前記ポリペプチドの差次的な発現
が、試験組織細胞が得られた哺乳動物における炎症性免疫反応の存在を示す方法。
【請求項１２】
　ＰＲＯ７１０６１ポリペプチドに特異的に結合する抗体で過剰発現が検出される、請求
項１０又は１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記抗体がモノクローナル抗体である、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記抗体がヒト化抗体である、請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　前記抗体が抗体断片である、請求項１２に記載の方法。
【請求項１６】
　前記抗体が標識されている、請求項１２に記載の方法。
【請求項１７】
　免疫関連疾患がＴ細胞媒介免疫疾患である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１８】
　炎症性免疫反応がＴ細胞媒介免疫応答である、請求項１１に記載の方法。
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【請求項１９】
　免疫関連疾患が、全身性紅斑性狼瘡、リウマチ様関節炎、若年性慢性関節炎、脊椎関節
症、全身性硬化症（強皮症）、特発性炎症ミオパシー（皮膚筋炎、多発性筋炎）、シェー
グレン症候群、全身性血管炎、サルコイドーシス、自己免疫性溶血性貧血（免疫再生不良
性貧血、発作性夜間血色素尿）、自己免疫性血小板減少（特発性血小板減少性紫斑病、免
疫仲介血小板減少）、甲状腺炎（グレーブス疾患、ハシモト甲状腺炎、若年性リンパ球性
甲状腺炎、萎縮性甲状腺炎）、真性糖尿病、免疫仲介腎疾患（糸球体腎炎、尿細管間質性
腎炎）、中枢及び末梢神経系の脱髄疾患、例えば多発性硬化症、特発性脱随性多発神経障
害、又はギラン-バレー症候群、及び慢性炎症脱随性多発神経障害、肝胆道疾患、例えば
感染性肝炎（Ａ型、Ｂ型、Ｃ型、Ｄ型、Ｅ型肝炎及び他の非肝親和性(nonhepatotropic)
ウィルス）、自己免疫慢性活動性肝炎、原発性胆汁性肝硬変症、肉芽腫性肝炎、及び硬化
性胆管炎、炎症性腸疾患（潰瘍性大腸炎；クローン病）、グルテン過敏性腸疾患、及びウ
ィップル病、水疱性皮膚疾患、多形性紅斑及び接触性皮膚炎を含む自己免疫又は免疫媒介
皮膚疾患、乾癬、アレルギー性疾患、例えば喘息、アレルギー性鼻炎、アトピー性皮膚炎
、食物過敏症及び蕁麻疹、肺の免疫疾患、例えば好球性肺炎、特発性肺線維症及び過敏性
肺炎、拒絶反応及び移植片対宿主疾患を含む移植関連疾患、ウィルス性疾患、例えばＡＩ
ＤＳ（ＨＩＶ感染）、Ａ型、Ｂ型、Ｃ型、Ｄ型及びＥ型肝炎、ヘルペス、細菌感染、真菌
感染、原生動物感染及び寄生虫感染である、請求項３又は１０に記載の方法。
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